
図-1 垂井高架橋で使用されたコンクリートの自己収

縮ひずみと乾燥収縮ひずみ 

図-2 JCI ひび割れ制御指針の計算式で求めた自己収

縮ひずみ 
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報告 ＰＣ部材に使用する早強コンクリートの自己収縮に関する検討 
 

谷口 秀明*1・佐々木 亘*2・樋口 正典*3 

 

要旨：国内各地のレディーミクストコンクリート工場の骨材を使用し，PC 部材に使用する早強コンクリート

の自己収縮ひずみに及ぼす要因を確認した。試験の結果，骨材の相違は自己収縮ひずみに大きく影響を及ぼ

すこと，水セメント比 40%の早強コンクリートでは，JIS 試験で測定した長さ変化率の 20％程度を自己収縮

ひずみが占める可能性があること，自己収縮ひずみおよび乾燥収縮ひずみはいずれもヤング係数と相関があ

ること，単位粗骨材絶対容積を減じると自己収縮ひずみは大きくなる傾向があるが，その程度は骨材によっ

て異なること等がわかった。 

キーワード：プレストレストコンクリート，自己収縮，骨材，水セメント比，混和材 

 

1. はじめに 

コンクリート用骨材は，コンクリート中の 7 割前後を

占める骨格をなす材料であり，その品質はコンクリート

の品質に大きく影響を及ぼす。最近では，天然骨材の品

質低下に起因するコンクリートの収縮量の増加が問題

になっており，学協会を中心に様々な動きがある 1),2),3)。

それらの活動の対象は主に乾燥収縮であるが，土木分野

で収縮が問題となった垂井高架橋（PRC 構造）では，図

-1に示すとおり，垂井高架橋の骨材を使用した場合には，

市販骨材を使用した場合に比べて，乾燥収縮ひずみのみ

ならず，自己収縮ひずみも 2 倍程度大きい 4)。 

垂井高架橋では，セメントに早強ポルトランドセメン

トを用いたコンクリート（早強コンクリート）が使用さ

れ，その水セメント比は38%，単位セメント量は453kg/m3

である。これは，現場打ちの PC 橋上部構造（設計基準

強度 40N/mm2 程度）では一般的な条件であり，筆者らの

調査 5)では，水セメント比がさらに小さく，単位セメン

ト量が多い配合が多数存在することも確認している。最

近では高強度コンクリートの適用も増えている。 

JCI ひび割れ制御指針 6)に基づき，代表的なセメントと

水セメント比のコンクリートの自己収縮ひずみを求め

ると，図-2 に示すとおり，PC 部材で多用される水セメ

ント比が小さな早強コンクリートの自己収縮ひずみは

他と比べて大きいことが明白である。これに対して，垂

井高架橋のような骨材の要因が加わった場合には，自己

収縮ひずみが一層増加する可能性がある。しかし，実際

にレディーミクストコンクリート（以下，生コン）工場

で使用される骨材に着目し，骨材の品質が自己収縮ひず

みに及ぼす影響を検討した研究は極めて少ない 7)。 

そこで，筆者らは，国内各地の生コン工場で常備して

いる骨材を一試験機関に集め，骨材以外の諸条件をなる

べく同一として，PC 部材（特に PC 橋）に使用する早強

コンクリートの自己収縮ひずみを確認した。また，骨材

の影響を考慮したうえで，骨材以外の使用材料および配

合が自己収縮ひずみに及ぼす影響についても確認した。 
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表-2 配合の諸値の最大，最小および平均 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 国内各地の骨材を使用したコンクリートの自己収縮

ひずみの実態把握 

2.1 試験方法 

表-1に示すように，国内各地の生コン工場から骨材を

収集し，工場ごと（表中の No.）の組合せで骨材を使用

して，筆者らの所属する研究機関でコンクリートを製造

した。表中の No.1 は筆者らが試験研究用に使用している

骨材，No.1 および No.2 は首都圏の建築工事を対象に高

強度コンクリートの製造・出荷実績がある工場の骨材，

No.3～No.30 は地方を中心に土木工事で使用した工場の

骨材であることを指す。 

検討の対象は，設計基準強度 40N/mm2程度の PC 橋上

部構造を対象とした配合である。使用したセメントは，

早強ポルトランドセメント（密度 3.13g/cm3）である。セ

メントと骨材の複合要因の影響を排除するため，セメン

トはすべて同一の銘柄・ロットのものである。 

単位水量（記号：W）とスランプ（練り上がり直後で

12～15cm 程度）の調整には，一部を除き，高性能 AE 減

水剤（記号：SP, 標準形，ポリカルボン酸エーテル系の

化合物）を，空気量（4.5±0.5%）の調整には AE 剤（変

性ロジン酸化合物系陰イオン界面活性剤）を使用した。 

表-2 は，表-1 に示す全配合の諸値の最大，最小およ

び平均を求めたものである。水セメント比(記号：W/C) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

は 40%とした。単位水量は，コンクリート標準示方書 1)

で示される標準範囲 155～175kg/m3 を参考とし，高性能

AE 減水剤の使用量が過多あるいは過少にならない範囲

とした。その使用量が過多・過少になるものについては，

AE 減水剤（記号：WAE, 標準形，リグニンスルホン酸

化合物とポリカルボン酸エーテルの複合体抑泡タイプ）

に変更した。細骨材率(s/a)は工場の標準配合の値を参考

とした。フレッシュコンクリートの性状を確認しながら

配合の調整を行ったが，単位粗骨材絶対容積（記号：Vg）

は，コンクリートの収縮量に及ぼす影響を考慮し，一部

を除き，0.375±0.015m3/m3の範囲内で決定した。 

コンクリートの品質として，圧縮強度，ヤング係数，

乾燥収縮ひずみおよび自己収縮ひずみを確認した。自己

収縮ひずみ以外の試験方法および試験結果については，

既報 8)のとおりである 。自己収縮試験は，測定が容易で，

その個人差が生じにくい，（社）日本コンクリート工学

協会「高流動コンクリートの自己収縮試験方法」に準拠

した。100×100×400mm の角柱供試体を使用し，供試体 

中央に埋込みひずみ計を設置した。1 配合当たり供試体 

表-1 工場ごとの骨材の条件と，試し練りで定めた配合の条件 
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表-3 自己収縮ひずみおよび乾燥収縮ひずみの測 

定結果 

図-3 自己・乾燥収縮ひずみ比の分布 
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図-4 自己収縮ひずみと乾燥収縮ひずみの比の 

経時変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

数は 3 本である。ひずみの測定にはデータロガーを使用

した。コンクリートの凝結時間試験を実施し，以降に示

す自己収縮ひずみの起点は凝結の始発とした。 

2.2 試験結果および考察 

表-3は，自己収縮ひずみおよび乾燥収縮ひずみの測定

結果である。乾燥収縮ひずみは，同一配合条件下で実施

した試験結果であり，既報 8）から抜粋したものである。

表中の経過時間は乾燥を始めた材齢 7 日からの乾燥期間

を指す。自己収縮ひずみの計算値は，図-2中の早強ポル

トランドセメントを使用し，水セメント比を 40%とした

場合の値である。一方，乾燥収縮ひずみの計算値は，コ

ンクリート標準示方書 1)での収縮ひずみの予測式に対し

て，表-2 中に示す単位水量の平均値 166kg/m3 を代入し

て求めた。また，図-3は，自己収縮ひずみ比および乾燥

収縮ひずみ比の分布である。自己収縮ひずみ比および乾

燥収縮ひずみ比とは，各経過時間における試験値を計算

値で除した値である。 

自己収縮ひずみの全平均値は，JCI ひび割れ制御指針
5)に基づく計算値とほぼ一致する。「基準」骨材 No.0 と

骨材 No.1,No.2 を使用した場合の自己収縮ひずみには差

異が認められない。しかし，骨材 No.3～No.30 を用いた

場合の自己収縮ひずみは，表-3における全データの最小

値と最大値で見ると，材齢 7 日で 5 倍程度，材齢 56 日

で 3 倍程度異なる。砂利と砕石の平均値を比較すると，

両者の自己収縮ひずみの差は小さい。 

一方，乾燥収縮ひずみの全平均値は，コンクリート標

準示方書 1)で求めた値よりも若干小さい。また，自己収

縮ひずみがほぼ同一の骨材 No.0，No.1 および No.2 を使

用した場合であっても，182 日の乾燥収縮ひずみは 100 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

～150×10-6程度異なる。しかし，骨材 No.3～No.30 を用

いた場合の乾燥収縮ひずみは，それらよりも大幅に大き

いものあるいは小さいものが存在し，全データの最大値

と最小値は材齢 182 日では 2 倍程度異なる。 

図-3に示すとおり，自己収縮ひずみ比および乾燥収縮

ひずみ比の分布を調べると，自己収縮ひずみ比は乾燥収

縮ひずみ比よりもばらつきが大きいことがわかる。その

ばらつきは初期材齢ほど大きい傾向が認められるが，56

日であっても，自己収縮ひずみは，使用する骨材によっ

ては JCI ひび割れ制御指針 5)に基づく計算値に対して 0.5

倍～1.5 倍程度異なる可能性がある。 
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図-5 自己収縮ひずみと乾燥収縮ひずみの関係 
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図-4は，自己収縮ひずみと乾燥収縮ひずみの比の経時

変化を示したものである。起点は，乾燥収縮試験におけ

る乾燥を開始した材齢 7 日である。本研究における乾燥

収縮ひずみとは，JIS A 1129 の試験方法で測定した長さ

変化率である。乾燥環境下においても，セメントの水和

進行により自己収縮を生じ，仮に封かん状態と同程度の

進行があるとすれば，図中に示す自己収縮ひずみと乾燥

収縮ひずみの比とは，JIS の試験方法で測定される長さ

変化率中に含まれる自己収縮ひずみの比ということに

なる。既報 8)のとおり，早強ポルトランドセメントを使

用したコンクリートでは，水中養生期間が 3～7 日間の

範囲で確保されれば，標準水中養生を行ったコンクリー

トの長期強度とほぼ一致する。両試験では材齢 7 日まで

の養生方法が異なり，また材齢 7 日以降の乾燥の影響が

自己収縮と圧縮強度で同一と見なせると断定できるも

のではないが，JIS の試験方法で測定された長さ変化率

を乾燥収縮ひずみとして扱った場合，PC 橋で使用するコ

ンクリートでは，その値には自己収縮ひずみも無視でき

るものではないと考えられる。今回の 31 種類の骨材を

組み合わせた全国試験においては，その比の平均はいず

れの材齢においても 0.2 程度であるが，±10%程度の範

囲を有し，各材齢の最大値と最小値は 2～3 倍異なる。 

図-5 は，材齢 56 日の自己収縮ひずみと乾燥期間 182

日の乾燥収縮ひずみの関係を示したものである。図中に

は，乾燥収縮ひずみとして，JIS の試験方法で測定した

長さ変化率の値と，長さ変化率には自己収縮ひずみが含

まれるものとし，自己収縮ひずみを差し引いた値の 2 種

類を示している。差し引いた自己収縮ひずみは，前述と

同様に，材齢 7 日以降の自己収縮ひずみが封緘状態と乾

燥環境下で同一と仮定している。自己収縮ひずみが大き

くなるにしたがい，乾燥収縮ひずみが大きくなる傾向が

認められる。また，自己収縮ひずみを差し引いた乾燥収

縮ひずみで表しても，両者の関係を一次式で回帰した傾

きに大きな変化は認められない。したがって，骨材の品

質は，自己収縮，乾燥収縮のいずれにも影響を及ぼす可

能性が高く，例えば，乾燥収縮ひずみが大きいデータが

ある場合には自己収縮ひずみも大きい可能性があるた

め，PC 部材に使用するコンクリートに関しては，構造物

条件等によっては自己収縮ひずみを事前に確認するこ

とが必要となることがあると考えられる。 

図-6は，ヤング係数比と自己収縮ひずみ比および乾燥

収縮ひずみ比の関係を示したものである。ここで，自己

収縮比および乾燥収縮ひずみ比とは，試験値と計算値

（表-3）の比である。また，ヤング係数比とは，各材齢

のヤング係数の試験値と計算値の比である。ヤング係数

の計算値は，コンクリート標準示方書 1)における構造計

算に用いるヤング係数の標準値を累乗式で回帰し，圧縮 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

強度の試験値を代入して求めたものである 8)。かなりば

らつきがあるので一概には言えないが，おおよそ，ヤン

グ係数比が大きいほど，自己収縮ひずみ比が小さくなる

傾向があり，特にヤング係数比が 1.0 以上の領域では，

自己収縮ひずみ比はほぼ 1.0 以下になっている。乾燥収

縮ひずみ比に関しても，自己収縮ひずみ比と同様の傾向

が認められる。すなわち，自己収縮ひずみおよび乾燥収

縮ひずみは，ヤング係数との相関が認められる。 
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図-9 単位粗骨材絶対容積と自己収縮ひずみの関係 
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図-8 単位セメント量と自己収縮ひずみの関係 

図-7 単位セメント量と自己収縮ひずみ比の関係
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3. 骨材の種類以外の要因がコンクリートの自己収縮ひ

ずみに及ぼす影響 

3.1 単位量 

今回の実験では，単位セメント量は，表-2に示すよう

に骨材の種類によって多少異なる。しかし，図-7に示す

とおり，本試験の単位セメント量の範囲では，単位セメ

ント量と自己収縮ひずみの関係は成立していない。この

ため，自己収縮ひずみの相違は，骨材の品質に起因する

ものと推測される。このことを明らかにするため，特定

の骨材条件（No.0，No.15）を使用し，単位セメント量と

自己収縮ひずみの関係を調べたものが，図-8である。単

位セメント量は，水セメント比を一定（40%）とし，単

位水量の増減により変化させた。単位水量は，表-1に示

す値を基準として 150～185kg/m3 の範囲で変化させてい

る。ここで，単位水量を 150kg/m3にする場合には高性能

AE 減水剤の使用量を増加し，185kg/m3 にする場合には

高性能 AE 減水剤の使用量が少なすぎるので AE 減水剤

に変更した。単位セメント量の増加により，自己収縮ひ

ずみが微増する傾向も見られるが，この試験の範囲では

その影響は極めて小さい。したがって，前述の骨材の組

合せ 31 種類における自己収縮ひずみの相違は，骨材の

品質に起因するものと考えても良いと思われる。 

図-9は，単位粗骨材絶対容積と自己収縮ひずみの関係

を示したものである。単位粗骨材絶対容積は，表-1に示

す条件（表中では細骨材率 s/a で表記）を基準に，高流

動コンクリート等で採用する可能性がある0.300m3/m3ま

で減じた。単位粗骨材絶対容積を減じると，自己収縮ひ

ずみは大きくなり，特に骨材 No.8 では，その傾向が顕著

である。また，既報 8)で示した乾燥収縮ひずみの場合と

同様に，使用する骨材によって単位粗骨材絶対容積が自

己収縮ひずみに及ぼす影響の度合いが異なる。 

3.2 水セメント比および結合材の種類 

冒頭で記載したとおり，PC 橋で使用される早強コンク

リートは，設計基準強度 40N/mm2であっても水セメント

比が 30％台のものが多く，最近では高強度化によりさら

に小さいものが使用されている。水セメント比の低下に

より単位セメント量が相当に多くなるため，自己収縮を

含め，温度応力やアルカリ骨材反応等に対して総合的に

対策を講じていく必要がある。その手段の一つとして他

のセメントや混和材の使用は有効である 9)。 

ここでは，水結合材比を 30%とし，セメントと混和材

の組合せが自己収縮ひずみに及ぼす影響を確認した。使

用したセメントは，早強ポルトランドセメント以外に，

普通ポルトランドセメント（記号：N，密度 3.15g/cm3）

と低熱ポルトランドセメント（記号：L，密度 3.24g/cm3）

である。また，使用した混和材は，フライアッシュ（記

号：F，Ⅰ種，密度 2.40g/cm3），高炉スラグ微粉末（記号： 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

BF，6000 級，密度 2.91g/cm3）およびシリカフューム（記

号：SF，エジプト産，比表面積 17.9m2/g，密度 2.25g/cm3）

の 3 種類であり，それぞれの置換率は，30%，50%およ

び 15%である。これらの混和材は，いずれも早強ポルト

ランドセメントと組み合わせた。 

自己収縮試験の結果を，図-10 に示す。早強ポルトラ

ンドセメントのみを使用し，水セメント比を 40%から

30%に低下させると，自己収縮ひずみは 56 日で 328×10-6

まで大きくなるが，図-2に示す計算値よりもかなり小さ 
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図-10 水結合材比および結合材の種類が自己収縮 

ひずみに及ぼす影響 
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い。普通ポルトランドセメントまたは低熱ポルトランド

セメントを使用した場合には，早強ポルトランドセメン

トを使用した場合に比べて自己収縮ひずみが小さく，特

に低熱ポルトランドセメントへの変更は自己収縮ひず

みの低減に効果的である。それらのセメントを使用した

場合の自己収縮ひずみは，図-2に示す JCI ひび割れ制御

指針 6)の計算値より小さいが，20～40×10-6の差であり，

計算値とはほぼ一致する。 

 各種混和材と早強ポルトランドセメントに組み合わ

せた自己収縮ひずみ（56 日）は，高炉スラグ微粉末の場

合には自己収縮ひずみが 400×10-6を超える。筆者の一人

が行った実験 10)では，水結合材比 30,40,55%のいずれに

おいても，高炉スラグ微粉末の置換率を 50%にすると，

100×10-6程度増加することが確認されている。フライア

ッシュおよびシリカフュームを使用した場合には，早強

ポルトランドセメントのみの場合に比べて，自己収縮ひ

ずみが若干小さくなった。ただし，シリカフュームを使

用したコンクリートの自己収縮ひずみは，56 日ではまだ

収束しておらず，80 日を超えた時点で早強ポルトランド

セメントのみを使用した場合の自己収縮ひずみと一致

した。 

これらの混和材に関する研究は，普通ポルトランドセ

メントに対して置換したものがほとんどである。PC 部材

への適用においては，今後，自己収縮以外の品質を含め

て総合的に検討を進める必要がある。 

 

4. まとめ 

PC 部材に使用する早強コンクリートの自己収縮ひず

みに及ぼす要因を確認し，以下のことが明らかになった。 

(1) 骨材の相違がコンクリートの自己収縮ひずみに及ぼ

す影響は乾燥収縮ひずみよりも大きく，材齢が若い

ほど，骨材によって自己収縮ひずみが大きく異なる。 

(2) 水セメント比 40%の早強コンクリートでは，JIS 試験

で測定した長さ変化率の 20％程度は自己収縮ひずみ

が占める可能性がある。また，その比率は使用する

骨材によって異なり，20±10%程度の範囲を有する。 

(3) 自己収縮ひずみおよび乾燥収縮ひずみは，いずれも

ヤング係数との相関がある。 

(4) 水セメント比が一定（40%）の場合，一般的な単位水

量の範囲での単位セメント量の変化は自己収縮ひず

みにほとんど影響しない。また，単位粗骨材絶対容

積を減じると，自己収縮ひずみは大きくなる傾向が

あるが，その程度は骨材によって異なる。 

(5) 早強ポルトランドセメントを対して高炉スラグ微粉

末で 50%置換すると，自己収縮ひずみは大幅に増加

するが，フライアッシュで 30%またはシリカフュー

ムで 15％置換した場合には，自己収縮ひずみは若干

小さくなる。ただし，シリカフュームを使用した場

合には，自己収縮ひずみは長期的に発生する傾向が

ある。 
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